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福島市農林業振興基金事業補助金の交付等に関する要綱 
 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の

促進に関する法律」に基づき策定した「福島市農山漁村再生可能エネルギー法基本計画」によ

り実施する「農林業の健全な発展に資する取組」として、事業者から市に納付される売電収入

実績の３％に相当する額（農林業振興基金）を財源として、福島市農業・農村振興計画の目指

す姿である「次世代に向け持続成長する農業」を実現するために取り組む農業者団体等(以下

「補助事業者等」という。)に対し、予算の範囲内で、福島市農林業振興基金事業補助金（以

下「補助金」という。）を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

２ 補助金による取組については、関係法令に定めのある場合を除くほか、福島市補助金等の交

付等に関する規則（平成 14 年福島市規則第 20 号。以下「規則」という。）及びこの要綱の定

めるところによる。 

 

（事業期間） 

第２条 補助事業の期間は、原則単年度とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象事業は、福島市農業・農村振興計画の目指す姿である「次世代に向け

持続成長する農業」を実現するため、福島市農業・農村振興計画にある農林業の健全な発展に

資する 10 の施策に係る事業であって、地域の課題を解決するために必要な取組とする。 

２ 補助事業の区分、対象地域及び補助率・補助上限は別表１に定める。なお、一つの事業にお

いて、別表１の複数の事業区分を併用することはできない。 

 

（補助対象者の範囲等） 

第４条 本事業の補助を受けることのできる者は、次の要件を満たす者とする。 

⑴ 単独事業、国県等補助対象事業 

販売農業者３戸以上で構成された農業者団体又は３戸以上の農家から利用権の設定もしく

は農作業の委託を受けて農用地の利用集積を行う法人。 

⑵ 包括的交付金事業 

ア 農業者３戸以上が構成員に含まれ、かつ全体の議決権の過半を占める等、農業者が活動

の中心であると認められ、包括的交付金の管理団体としての機能を有すること。 

イ 役員、会計責任者、意思決定の方法等を明確にした規約を定め、専用の通帳を有してい

ること。 

ウ 年１回以上、総会を開催すること。 

２ 前項第１号に規定する農業者団体は、次の要件を備えること。 

⑴代表者の定めがあること。  

⑵市税を完納していること。 
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⑶前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める要件。 

 

（補助対象経費） 

第５条 本事業における補助金の交付の対象となる経費は、別表２に定める経費、及び事業を実

施する用地が福島市内の用地である事業に要する経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは事業の対象としない。 

⑴特定の政治、宗教、選挙活動を目的とする事業 

⑵法令等又は公序良俗に反するおそれがあると認められる事業 

 

（消費税及び地方消費税仕入れ控除額の減額申請等） 

第６条 補助事業者等は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請に当たり、当該補助金に係わ

る消費税相当額（補助対象経費に含まれる消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第

108 号）に規定する仕入れに係わる消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税

法（昭和 25 年法律 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を

乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつその金額が明らかな場合は、これを減額し

て申請しなければならない。ただし、申請時において、当該補助金に係わる消費税相当額が明

らかでない事業主体に係わる部分については、この限りでない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 規則第６条第１項第１号に定める軽微な変更は、総事業費の 10 分の３未満の変更とす

る。 

 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助事業者等は、規則第 23 条の規定により規則第４条

第１項に定める補助金等交付申請書に代えて、福島市農林業振興基金事業補助金交付申請書

（様式第１号）を市長に提出しなければならない。なお、申請書の提出期限は、市長が別に定

める日とし、同項１号から３号の様式は次の通りとする。 

⑴補助事業等事業計画書     様式ア 

⑵補助事業等に係る収支予算書  様式イ 

⑶その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の様式に記載すべき事項については、実情に応じて省略、または変更させることができ

る。 

３ 補助金の交付申請額の合計が予算の範囲を超えると認められるときは、新たな交付申請の受

付は行わないものとする。 

 

（選考委員会） 

第９条 補助金の交付の決定を適正に行うため、福島市農林業振興基金事業選考委員会(以下「選

考委員会」という。)を置くこととし、選考委員会に関する事項は別に定める。 
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（交付決定及び通知） 

第 10 条 第８条による申請があったときは、選考委員会において、補助金の交付決定の可否及

び額の決定を行うものとする。 

２ 前項により交付決定したものは、交付決定通知書により補助事業者等に通知するものとする。 

 

（着工の制限） 

第 11 条 交付対象事業の着工（機械、機材等の発注を含む）は、原則として補助金交付決定に基

づき行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業実施主体はやむを得ない事情により、指令前に着工する必要

（以下「事前着工」という。）がある場合には、その旨を具体的に明記した指令前着工届（第

１号様式）を、市長あてに提出するものとする。 

３ 前項の事前着工は、当該事業の着工が交付決定後に実施された場合、事業完了時期が予定よ

り著しく遅れ、工事（機械購入を含む）完了に伴う事業の効果が翌年度まで発生しないおそ

れがある場合、または季節、気象等の関係から事前着工の必要性が認められる場合をいう。 

 

（事業内容の変更等） 

第 12 条 交付決定を受けた補助事業者等が申請した事業内容を変更するときは、規則第 23 条の

規定により規則第９条第１項に定める補助金等変更（中止・廃止）承認申請書に代えて、福島

市農林業振興基金事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を市長に提出しなければ

ならない 

２ 前項の様式に記載すべき事項については、実情に応じて省略、または変更させることができ

る。 

 

（変更等の決定及び通知） 

第 13 条 市長は、前条の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査の上、内容の可否を決

定し、補助事業等変更(中止・廃止)承認通知書により補助事業者等に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の決定に際して必要な条件を付すことができる。 

３ 市長は、第 1 項の決定に際して必要に応じ委員会に意見を求めることができる。 

 

（実績報告） 

第 14 条 補助事業者等は、規則第 23 条の規定により規則第 14 条第１項に定める補助事業等実

績報告書に代えて、福島市農林業振興基金事業実績報告書（様式第３号）を市長に提出しなけ

ればならない。規則第 14 条第１項第１号及び第２号の様式は次のとおりとする。 

⑴ 補助事業等に係わる収支決算書  様式ウ 

⑵ その他市長が必要と認める書類   

２ 前項の様式に記載すべき事項については、実情に応じて省略、または変更させることができ

る。 
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（補助金の額の確定） 

第 15 条 市長は、前条の規定により実績報告書が提出されたときは、当該実績報告に係る補助

金の交付額を確定し、補助金確定通知書により補助事業者等に通知するものとする。 

 

（補助金の請求） 

第 16 条 市長は、前条の規定により補助金の交付額が確定した後において補助金を交付するも

のとし、補助事業者等は、規則第 23 条の規定により規則第 17 条第１項に定める補助金等交付

請求書に代えて、福島市農林業振興基金事業補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出し

なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は補助金等の交付の目的を達成するため特に必要があると認

めるときは、補助金の概算払をすることができる。 

３ 補助事業者等は、前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは、福島市農林業

振興基金事業補助金概算払請求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第 17 条 規則第 19 条第２項の規定により、補助事業者等は補助金の額が確定された場合におい

て、既にその額を超える補助金等が交付されているときは、それを返還しなければならない。 

 

（包括的交付金事業の繰越） 

第 18 条 別表１中、包括的交付金事業の補助上限に限り、地区ごとの上限枠と当該年度の交付

決定額との差額を次年度に繰り越しすることができる。ただし、繰越可能期間は原則３年とす

る。 

 

（財産の処分制限） 

第 19 条 規則第 20 条第１項ただし書に規定する期間並びに同条同項各号に規定する財産は、減

価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）によるものとする。ただ

し、当該省令に定めのない財産については１件あたりの取得価格が 50 万円以上のものを対象

とし、処分の制限の期間については別で定める。 

 

（会計帳簿の整理等） 

第 20 条 補助金の交付を受けた補助事業者等は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他

の書類を整備し、補助事業等の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保

存しておかなければならない。 

 

附 則 

 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 



5 

【別表１】補助額（第３条関係） 

事業区分 対象地域 補助率・補助上限 備考 

単独事業 市内全域 補助率   １/２以内 

補助上限  300 万円 

 

国県等補助

対象事業 

市内全域 補助率 

補助事業者等負担の１/２

以内 

補助上限 

事業費を基に予算の範囲内 

 

包括的交付

金事業 

電源立地地

域の佐原、

水保、松川

町水原 

佐原 上限 520 万円 

水保 上限 620 万円 

松川町水原 

上限 410 万円 

ソフト事業は補助上限額の１/３

以内、管理団体の運営経費（会議

費、事務費、役員手当等）は補助

上限額の３％を上限とする 
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【別表２】対象経費（第３条関係） 

費 目 内 容 

人件費 

（賃金、報酬） 

・事業を実施するために直接必要な業務を目的として、事業補助事業者等が

雇用した者に対して支払う実働に応じた対価（日給又は時間給） 

・包括的交付金にあっては、管理団体役員に対する手当 

報償費 

(謝礼金) 

・事業を実施するために直接必要な資料整理、補助、専門的知識の提供、マ

ニュアルの作成、原稿の執筆、資料の収集等について協力を得た人に対す

る謝礼に必要な経費 

普通旅費 ・事業を実施するために直接必要な事業補助事業者等の日額旅費 

特別旅費 ・調査旅費：事業を実施するために直接必要な事業補助事業者等が行う各種

調査等に必要な経費 

・委員旅費：事業を実施するために直接必要な会議の出席、技術指導等を行

うための旅費として、依頼した専門家に支払う経費 

消耗品費 ・事業を実施するために直接必要な次の経費で、機械・備品に該当しない物

品の購入費 

・短期間（事業実施期間内）又は一度の使用によって消費されその効用を失

う廉価な物品の経費 

通信運搬費 ・事業を実施するために直接必要な郵便、運送に係る経費 

印刷製本費 ・事業を実施するために直接必要な資料等の印刷に係る経費 

・宣伝資材(チラシ等)の作成に係る経費 

使用料及び賃

借料 

・事業を実施するために直接必要な会議等を開催する場合の会場費として支

払われる経費 

・事業を実施するために直接必要な物品等を利用する場合の使用料、借料と

なる経費 

手数料 ・事業を実施するために直接必要な謝金等の振り込み手数料 

委託費 ・本事業の交付目的たる事業の一部又は全部を他の者に委託するために必要

な経費 

機械・備品購

入費 

・事業を実施するために必要な機械等の購入費 

・機械や設備の設置に係る費用 

その他 ・特に市長が認める費用 

 

【備考】 

１ 全て補助事業の実施に直接要する経費に限る。 

２ 補助金額は事業費に本表の補助率を乗じた額（千円未満切捨て）と補助金額の上限額のい

ずれか低い方を限度とする。 


